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第一編 研究動向 

バイオマス関連化合物の改質, 水素化分解, 

脱酸素脱水反応のための固体触媒の開発 

東北大学大学院工学研究科応用化学専攻 

冨重圭一 中川善直 田村正純 

１．はじめに 

固体触媒の開発という観点で，バイオマス資源から燃料や化学原料を製造するため

の触媒反応を対象にした研究は，石油や天然ガスなどの他の資源変換のための研究と

比較して歴史が浅い．しかしここ約 20 年にわたり，本格的な触媒開発研究が非常に熱

心に行われており，触媒化学の大きな分野に育っていると感じる．ここでは，私たち

が行ってきたバイオマス関連化合物を対象とする触媒開発研究の例を示す．対象とす

る反応は，ガス化や改質反応による水素・合成ガス製造，炭素―酸素水素化分解反応，

隣接水酸基の脱酸素脱水反応とした．  

２．バイオマスからのガス化，改質反応による水素・合成ガス製造 

有機性炭素資源（天然ガス，重質油，石炭，バイオマスなど）をスチームや酸素と

反応させることにより水素や合成ガスを製造することが可能である．ここで，天然ガ

スの主成分であるメタンから水素や合成ガスを製造するための方法として，水蒸気改

質，炭酸ガス改質，酸化的改質，接触部分酸化などがあり，触媒開発の研究が丁寧に

行われてきた分野である．一方で石炭や重質油は，硫黄の含有率が高く，触媒が急速

に劣化してしまうことが予想されることも有り，触媒を用いないプロセスが使用され

る．一方で，バイオマスの中には木質系バイオマスのように，硫黄含有率が低いもの

も多く，固体資源であるが，石炭とは異なり，触媒を用いるプロセスも想定される．

しかし，2000 年当時，バイオマスのガス化や水蒸気改質のための触媒の開発が系統的

に研究された例は非常に限られており，当時の研究では，天然ガスの水蒸気改質用の

市販触媒を使用するなど，助触媒成分の量や状態を細かに最適化したものやキャラク

タリゼーションを十分に行ったものも少なかった．これらを背景として，バイオマス

のガス化や水蒸気改質のための触媒開発研究をすることとした．著者らは，当時

NiO-MgO を高温水素還元して得られる触媒について，通常の固定床反応器でのメタン

の水蒸気改質，炭酸ガス改質反応，そして流動層反応器を用いたメタンの酸化的改質

などの研究を行っており，これらの知見をバイオマス用の触媒開発へ活用した．  

2.1 流動層反応器を用いたバイオマスの触媒ガス化 1) 

バイオマスのための触媒開発をするための最初の障壁は，バイオマスをメタンのよ

うに触媒層にフィードすることであった．活性，選択性，劣化挙動などを正確に測定

する上で，反応物質の定常的なフィードは欠かせない．気体や液体の反応物質は容易

に定常フィード可能だが，バイオマス（具体的にはセルロースまたは杉の粉末）を定  

見
　
本
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第一編 研究動向 

燃料電池用 Pt コアシェル触媒 

同志社大学理工学部電気化学教室 大門英夫 

１．はじめに 

地球環境保全の観点から，二酸化炭素を排出することなく電気エネルギーを供給で

きるシステムが求められている．固体高分子形燃料電池(Polymer Electrolyte Fuel Cell, 

PEFC)は水素ガスと大気中の酸素ガスを化学反応させて水を生成し，水素と酸素の化学

エネルギーを直接電気エネルギーとして高効率に取り出すことができるクリーンエネ

ルギー変換デバイスである．PEFC の作動温度領域は常温から約 80℃であるため，2009

年から 1 kW 級の家庭用コジェネレーションシステム(ENE・FARM)，2014 年からは燃

料電池自動車(Fuel Cell Vehicle, FCV)に使用されている． 

PEFC のアノードでの水素酸化反応(Hydrogen Oxidation Reactio, HOR: 2H2 = 4H+ + 4e-)

とカソードでの酸素還元反応(Oxygen Reduction Reaction, ORR: O2 + 4H+ + 4e- = 2H2O)で

は，その反応速度を高めるために Pt 系触媒が使用されている．Pt 系触媒上の HOR に

比べて ORR の過電圧(反応抵抗)が大きいため，カソードではより多くの Pt 系触媒が使

用されている(アノードで約 0.1 mg/cm2，カソードで約 0.5 mg/cm2)．しかし，Pt は希少

で高価な貴金属であるため(￥3,251/g, 2018 年 12 月 14 日時点)，PEFC の本格的普及の

障害になっている．このため，PEFC 用の Pt 系触媒の研究開発ではその ORR 活性を高

めることによって Pt 使用量を削減し，PEFC の低コスト化を図ることが重要課題であ

る．さらに，Pt 系触媒の ORR 活性を長期間にわたって維持すること，即ち，触媒の耐

久性は実用触媒として極めて重要である．  

同志社大学では 2008 年から FCV の PEFC に使用される Pt 系触媒の使用量を現在

(2008 年当時)の 1/10(目標 0.1 g/kW)に削減することを目的に，産官学の研究機関と連携

して NEDO「低白金化技術」と「先進低白金化技術」プロジェクトを推進してきた．Pt

使用量の削減には Pt 系触媒の ORR 活性とその利用率を高める必要があり，我々は異

種金属コア粒子表面に Pt 単原子層(Pt Mono Layer, PtML)シェルを設けた Pt コアシェル

触媒に着目して研究開発を進めてきた 1-6)．ここでは同志社大学で注力しているカーボ

ン担持 Pt シェル Pd コア触媒(Pt/Pd/C 触媒)を中心に，その ORR 活性と耐久性向上に向

けた取り組みについて解説する．  

２．Pt コアシェル触媒の特徴 

Pt コアシェル触媒の第一の特徴は，PtML シェルを異種金属粒子の表面に設けている

ため，高価な Pt の利用率(触媒表面の Pt 原子数/全 Pt 原子数×100%)が飛躍的に高まる

点である．我々が標準触媒として使用しているカーボン担持 Pt 触媒 (Pt/C 触媒，

TEC10E50E, 田中貴金属工業製)では，平均粒径 2.8 nm の Pt ナノ粒子がカーボン担体

上に担持されており，その Pt 利用率は約 50%である．一方，異種金属コア粒子 X の表

面に PtML シェルを設けた Pt コアシェル触媒では，Pt 利用率は X コアの粒径に依存せ

ず 100%に高めることができる（図１）． 
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4．工業触媒注目技術 
[4-2] 水素の大規模貯蔵輸送技術 -SPERA 水素Ⓡシステムの開発- 

水素の大規模貯蔵輸送技術 
-SPERA 水素 システムの開発- 

千代田化工建設株式会社 岡田佳巳 

１．はじめに 

水素エネルギーの利用は CO2 排出削減の有力な手段の一つとして期待されており,そ

の利用はエネルギー基本計画等に盛り込まれて国策としての実用化と普及が進められ

ている．CO2 排出削減には再生可能エネルギーの利用拡大が必須であり，再生可能エネ

ルギーの利用は電力に変換して直接利用する方が効率的に有利である．しかしながら，

電力を大規模に貯蔵輸送することは，送電ロスや蓄電池のエネルギー密度の観点から

現状では困難なため，直接に利用できない再生可能エネルギーは「貯める」「運ぶ」が

必要となる．水素は化石資源，原子力，再生可能エネルギー等のあらゆる一次エネルギ

ーを利用して，地球上に豊富に存在する水を原料に製造できることから汎用性が高く，

再生可能エネルギーから製造した水素を燃料として再生可能エネルギーの「貯める」

「運ぶ」に利用するエネルギーシステムは，人類が恒久的に利用できる究極的なエネ

ルギーシステムと考えられる. 

水素エネルギーの大規模な普及を促進するためには，石油や天然ガスなどと同様  

に，水素を安全に大規模に貯蔵輸送できることが必須である．水素ステーション等の

比較的に小規模な貯蔵輸送では，圧縮水素法と液体水素法が既に実用化している 1)．

しかしながら，タンカーレベルでの大規模貯蔵輸送は実現していない．当社では 2002

年から原理的に最も安全性が高いと考えられる有機ケミカルハイドライド法の開発に

着手して，2014 年までにパイロットプラントによる延べ約 10,000 時間の実証運転を

行って技術確立を完了している 2-4)．現在，NEDO プロジェクトとして世界に先駆け

た国際水素サプライチェーン実証を 2020 年の東京オリンピック・パラリンピックの

年に実施すべく準備を進めている . 

本稿では，我が国の水素エネルギーの実用化普及の取組みに関する最新動向を解説

するとともに，実用化が期待されている有機ケミカルハイドライド法を用いた“SPERA

水素”システムについて紹介する . 

２．我が国の水素エネルギー取組み 

2014 年に策定された第 4 次エネルギー基本計画 5) において，水素エネルギーは将来

に熱や電気と並ぶ重要な二次エネルギーと位置付けられ，同年 6 月には水素・燃料電

池戦略ロードマップが発行された 6)．また，2015 年の COP21 では世界 196 カ国によっ

てパリ協定が合意された 7)．このとき，我が国は技術のイノベーションをもって目標の

達成を目指す旨を表明して翌 2016 年にエネルギー・環境イノベーション戦略を策定し
8)，この中でエネルギーキャリアを重点項目に挙げて CO2 を出さすに水素等を製造する

とともに，効率的な水素エネルギーキャリアで「貯める」「運ぶ」を行って水素で発電

することを目指すことが掲げられた．また同年には水素・燃料電池戦略ロードマップ  
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5．2018 年の海外の触媒技術動向 

2018 年の海外の触媒技術動向 

アイシーラボ 室井髙城 早稲田大学 関根 泰 

１．はじめに 

米国第 45 代大統領に就任したドナルド・トランプ氏は，2018 年も米国の国益を前

面に押し出した外交を展開し，資源面でも独自性を強く主張して，TPP やパリ協定か

らの離脱などを推し進めた．ドイツではメルケル氏が，フランスではマクロン氏が求

心力を低め，英国は EU からの離脱で多くの問題が未解決のまま先送りとなった．中

国は習氏が 2 期目の政権につき，一帯一路政策を強力に推し進めた．北朝鮮は韓国と

の間でデタントが進んだ．これらに伴い，米国シェールガスのさらなる展開，中国の

近隣国からのパイプライン敷設によるガス調達などが進み，資源・エネルギー分野で

は国ごとの独自性が高まる結果となった．また，欧州では再生可能エネルギー利用が

進められ，ドイツでは瞬間的に再生可能エネルギー由来電力が総電力需要量の 8 割を

超えるなどの動きが起こった．このような中で，触媒分野は，石油精製・石油化学，

ならびに二酸化炭素利用で，国際的に活発な動きが中国や米国，中東を中心に見られ

た．石油精製・石油化学では産業界においてあらたなプラントの建設が進められ，ま

た石油化学ではオンパーパス型のオレフィン・アロマ製造などが進められた．二酸化

炭素利用においては，基礎研究が米国・欧州・中国などで精力的に展開された．以

下，各節において 2018 年のこれら触媒の動向に関して産業界を中心にまとめる． 

２．石油精製 

2020 年からの国際海事機関(IMO)による船舶用燃料の低硫黄レギュレーションへの

対応や，製油所のボトムレス化を睨んだ軽質油製造，オンパーパス型のナフサ留分の

選択的合成などに大きな動きが見られた．学術分野では，この 1 年の間に，重質油の

アップグレーディング関連で 90 報を超える論文，50 報を超える特許が出され，中国

(21 報)，カナダ(12 報)，イラン(12 報)，韓国(10 報)，ロシア(8 報)が主要な研究プレイ

ヤー，雑誌としては Elsevier の FUEL 誌(16 報)が最多であった．脱硫に関しての論文

は少なく 10 報程度，特許が 45 件程度，FCC 関連も論文 10 報程度，特許 50 件程度で

あった．ブテン二量化は触媒関連研究が多く，20 件を超える論文，60 件を超える特

許が出された．FT 合成触媒は，CO2 利用と絡めた視点で非常に多くの研究が行われて

おり，1 年の間で 500 報を超える論文，350 件を超える特許が出された．中国が圧倒

的で約 200 報，ついで米国が 70 報，イランが 35 報，オランダが 30 報，イギリスが

25 報であり，雑誌としては Elsevier の Applied Catalysis A 誌(31 報)，ACS Catalysis (29

報)が多かった． 

2.1 アップグレーディング 

ENI スラリープロセス   

 中国 Sinopec は中国広東省茂名にある Sinopec Maoming Petrochemical Co. 茂名石化

において重質油を水素化分解しアップグレーディングする Eni SPA の Eni slurry  
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第一編 研究動向 

2018 年の科学技術政策動向および 

触媒関連国家プロジェクトの状況 

産業技術総合研究所 花岡隆昌 

１．我が国の科学技術政策をめぐる動向 

1.1 全体動向 

 2018 年は「第 5 期科学技術基本計画」の三年目であり，科学技術政策上は，統合イノベーション

戦略の策定とイノベーション戦略推進会議の設置が特記される．これは 2018 年度以降，政府事業

や政策を再検証して科学技術イノベーションの視点から再構築しつつ，CSTI 体制に加えて官邸主

導による調整機能で横串を通す体制を整備するものである．また ImPACT の終了を受け，新たなム

ーンショット型研究開発事業をスタートさせる．これは「常識にとらわれない革新的な技術アイデ

アの創出」に対して，失敗も許容しつつ取り組むものであり，2018 年度 2 次補正予算で約 1000 億

円の基金が措置された．また国際的には SDGs の動きが活発化し，政策や民間企業活動に大きく波

及している．各省庁の推進政策に加えて，SDGs への貢献を示す企業の増加が特徴であった． 

1.2 総合科学技術・イノベーション会議の動向 

 「総合科学技術・イノベーション会議（CSTI）」は，内閣総理大臣のリーダーシップのもと，国

の科学技術を俯瞰しつつ，科学技術・イノベーション政策の企画立案と総合調整を行う司令塔であ

り，第 5 期基本計画の柱である Society5.0 の実現に向けた議論の場である．2017 年度には，官民研

究開発投資拡大プログラム（PRISM）の導入や科学技術イノベーション総合戦略 2017 が討議され

た． 

2018 年度は 12 月までに 4 回の本会議が開催され，前半は主に統合イノベーション戦略の策定に

ついて討議された．（最近の議題を表 1 に示す）なお予算重点化に係わる年度ごとの「科学技術イ

ノベーション総合戦略」は，次項の「統合イノベーション戦略」へ移行した． 

表１．2017年度から 2018年度にかけてのCSTI本会議開催と概要 

回数 開催日 主な内容 

第 36回 2月23日 国立研究開発法人理化学研究所の次期中長期目標 （案）に対する総合科学技術・イノベーショ

ン会議の意見について（諮問・答申） 

第 37回 3月29日 (1) 平成 30年度におけるSIP の推進について 

(2)「ヒト胚の取り扱いに関する基本的考え方」見直し等に係わる報告（第 1次）について 

第 38回 4月5日 統合イノベーション戦略の策定に向けて 

第 39回 6月14日 統合イノベーション戦略の策定について 

第 40回 11月22日 (1) 基礎研究力強化とハイリスク研究について～ノーベル生理学・医学賞受賞を契機として～ 

(2) 特定胚の取扱いに関する指針の改正について（諮問・答申） 

(3) 国家的に重要な研究開発の評価結果について 

第 41回 12月20日 (1) 大学改革について 

(2) AIについて 

(3) ムーンショット型研究開発制度の基本的考え方について 
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7．2018 年の国内触媒関連技術動向 

2018 年の国内触媒関連技術動向 

早稲田大学 関根 泰 常木英昭 

１．国内の化学工業と触媒研究の動向 

経産省が 10 月にまとめた 2016 年～2022 年の世界の石油化学品の需給動向によれば，

2017 年～2022 年の需要見通し(エチレン換算)は，2022 年には世界全体の需要量が 177.3

百万トン(2016 年比で 35.0 百万トン増)に達し，2017 年～2022 年の需要の年平均成長率

は 3.7％となる見通しである．日本の生産能力は 6.9 百万トン(エチレン換算)で 2022 年

でも増加せず，能力シェアは 4%から 3%へ減少する．クラッカーの稼働率は 2017 年か

ら高水準を続けており，一部が設備上の問題から 70%に留まっているものの，堅調な

内需への対応とともに，ナフサスプレッドの拡大もあり，誘導品に加えて基礎化学品

も含めたアジアへの輸出が好調だったことから，全体として 95%以上の高い稼働率で

ある．ただし，2009 年～2016 年と 2017 年～2022 年の年平均成長率を比較すると，エ

チレン換算需要は 1.1％から-0.6％へ，プロピレン換算需要は 2.3％から 0.4％へといず

れも低下する見込みである． 

 基礎化学品の生産能力も 2016 年末に対して 2017 年末ではほとんどの製品で横ばい

か微減であり，国内の基礎化学品の生産は，世界の流れから外れて停滞している．各社

機能性化学品には注力しているが，触媒を用いる大規模な新規なプロセスは立ち上が

っていない．触媒学会学会賞(技術部門)の該当技術も平成 26 年度以降の 4 年間で 1 件

だけとこの分野での化学各社の研究開発は低迷している．本年から新設された企業化

実績を問わない技術進歩賞は 2 件あることから，新規開発技術を企業化するところで

のハードルが高くなっていることがうかがえる．  

 日本政策投資銀行による化学産業の設備投資動向(2018/1/18)によれば，2017 年 6 月

時点での調査では化学産業の 2017 年度国内設備投資は，前年比 19.8％増と 4 年連続増

加の計画であったが，2018 年度設備投資計画調査の概要(2018/8/1)では 2017 年が前年

比▲0.6%で 2018 年は 29.3%増になる計画とされ，投資がずれ込んでいることがうかが

える．投資の内容は自動車向けや研究開発投資が引き続き増加することに加えて，日

用品や電子・電池材料向けの投資が増加する． 

 2015 年 9 月に国連で採択された，2030 年を達成期限とする「持続可能な開発目標

(SDGs)」の達成に向けた動きが昨年から出てきており，今年度はさらに化学各社の取

り組みが進められており，技術開発もこれを意識したものになってきている．住友化

学は，第 1 回目となる「ジャパン SDGs アワード」において SDGs 推進副本部長(外務

大臣)賞を受賞するなど，積極的に取り組んでいる．日本化学連合でも 11/27 に「国連

決議：持続可能社会(SDGs)をめざす科学技術の課題」と題してシンポジウムを開催す

るなど，アカデミアでも注目されている．  

 今年は 8 月に TOCAT8 と ZMPC2018 が横浜で同時開催された．TOCAT はアカデミ

アだけでなく，工業的な応用を重視しており，1000 名を超える参加者を迎え，海外か

らも多くの Industrial 部門の発表が有り，海外での工業触媒の研究は盛んである．  
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2．触媒が関わる主要プロジェクトの動向 

触媒が関わる主要プロジェクトの動向 

年鑑出版委員会 

 2018 年に計画が公表されている世界における各種プラントのプロジェクトのうち，触媒が

大きく関わると考えられる石油精製関連および石油化学・化学関連のプロジェクトについて，

年鑑出版委員会にて動向を取りまとめた．まず，石油精製と石油化学・化学の主要なプロジ

ェクトについて，建設国別のデータ一覧表を作成した．そのうえで，このデータを基にして

主要建設国の年次動向を探った． 

 プロジェクトのデータは主に(株)重化学工業通信社が発行している ENGINEERING 

NETWORK (ENN)誌から収集した 1~20)． 

１．触媒が関わる主要プロジェクトの動向 

 表 1 に 2018 年初頭（1 月）の時点で公表されている，計画中の石油精製と石油化学・化学

の主要なプロジェクトの件数を建設国別にまとめた．データは 2018 年 1 月に発行された ENN

誌の”PROJECT SURVEY”に基づいて整理したものである 1)．また，表 2 に 2018 年期中（1 月

～12 月）に新たに公表された石油精製と石油化学・化学の主要なプロジェクトの件数を建設

国別にまとめた 2~20)． 

 表 1 のデータから，図 1 に 2018 年初頭の時点で公表されている，計画中の石油精製と石油

化学・化学の主要なプロジェクトの件数を地域別に示した．また，表 2 のデータから，図 2

に 2018 年期中に新たに公表された石油精製と石油化学・化学の主要なプロジェクトの件数を

地域別に示した．ここでは，世界をアジア・大洋州，アフリカ，欧州，ロシア・CIS，中東，

中南米，北米の 7 地域に分けている． 

 表 1 より，2018 年初頭の時点で公表されている，計画中の石油精製関連の主要なプロジェ

クトの件数は合計 21 件，石油化学・化学関連の主要なプロジェクトの件数は合計 59 件であ

った．表 2 より，2018 年期中に新たに公表された石油精製関連の主要なプロジェクトの件数

は 17 件，石油化学・化学関連の主要なプロジェクトの件数は 24 件であった． 

 2018 年初頭の時点で計画中の石油精製関連の主要なプロジェクトの件数は，図 1 より，中

東地域が 10 件で最も多く，次いでアジア・大洋州，アフリカの順に数件ずつ続いている．図

2 に示した 2018 年期中に新たに公表された石油精製関連の主要なプロジェクトの件数も中東

地域が 8 件で最多であり，次いでアジア・大洋州，アフリカ順に数件ずつ続いている．2018

年の石油精製のプロジェクトは，中東地域に比較的集中していたと言える．なお，個別の代

表的なプロジェクトについては次項で触れる．欧州や北米，中南米では新規プロジェクトが

ほぼ無く，この地域においては，石油精製分野での産業が成熟していたり，市況低迷によっ

て投資案件が減少したりと，大きな拡大が見込めない状況であることが考えられる． 
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第五編 大学・高専・国公立研究機関における研究活動 

同志社大学生命医科学部 

Faculty of Life and Medical Sciences, Doshisha University 

〒610-0394 京都府京田辺市多々羅都谷1-3 

医情報学科 生体情報研究室 (FAX 0774-65-6789 太田) 
◎太田哲男 教授 TEL 0774-65-6548  tota@mail.doshisha.ac.jp 
大江洋平 准教授 

研究テーマ 
金属触媒を用いる不斉触媒反応の開発 （太田・大江） 

新規触媒反応の開発  （太田・大江） 
新しい有機合成手法の開発  （太田・大江） 

最近の報文 
1. “A Formal anti-Markovnikov Hydroalkoxylation of Allylic Alcohols with a Ruthenium Catalyst”; Yushi

Nakamura, Tetsuo Ohta, and Yohei Oe, Chem. Lett., 47, 288–291 (2018).
2. “Selective N-Monoalkylation of 6-Aminouracils with Alcohols: An Environmentally Benign Protocol for the

Synthesis of 6-Alkylaminouracils”; Anggi Eka Putra, Yohei Oe, Tetsuo Ohta, Eur. J. Org. Chem., 2018,
392–397 (2018).

3. “Preparation of Isocyanoaryllithiums via Halogen-Lithium Exchange Reaction and Their Reaction with
Various Electrophiles”; Yohei Oe, Takashi Miyamoto, Yoshihiko Ito, and Tetsuo Ohta, Chem. Lett., 46,
1763–1765 (2017).
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研究テーマ 

可視光応答型光触媒による空気・水の清浄化とエネルギー資源変換 （Verma・桑原・森・山下） 
ナノサイズ金属触媒の創製とグリーンケミストリー反応への利用   （Verma・桑原・森・山下） 
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